
総　括　表 （単位：千円）

前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
当初予算
に対する
伸率(％)

前年度同期
予　算　額

対前年度
同期伸率

(％)

164,274,514 1,897,697 166,172,211 3.5 163,646,291 1.5

公 営 住 宅 建 設 資 金 1,757,303 △ 252,313 1,504,990 △ 14.3 1,724,387 △ 12.7

国 民 健 康 保 険 41,446,590 2,341,455 43,788,045 5.7 42,556,559 2.9

後 期 高 齢 者 医 療 4,947,226 △ 15,143 4,932,083 △ 0.3 4,798,840 2.8

公 園 墓 地 312,412 △ 12,183 300,229 4.2 295,000 1.8

卸 売 市 場 762,345 △ 10,584 751,761 △ 1.3 778,546 △ 3.4

用 地 取 得 12,000 258,257 270,257 2,152.1 16,000 1,589.1

母子父子寡婦福祉資金 40,000 0 40,000 0.0 36,000 11.1

介 護 保 険 33,901,040 735,044 34,636,084 3.0 33,933,868 2.1

公設合併処理浄化槽事業 357,282 3,389 360,671 10.3 352,130 2.4

宅 地 造 成 事 業 530,000 △ 185,434 344,566 △ 35.0 285,086 20.9

公 債 管 理 21,218,000 △ 63,053 21,154,947 △ 0.3 22,039,908 △ 4.0

小 計 105,284,198 2,799,435 108,083,633 3.0 106,816,324 1.2

水 道 事 業 14,955,549 △ 1,575,480 13,380,069 △ 10.2 13,917,885 △ 3.9

工 業 用 水 道 事 業 24,001 △ 1,345 22,656 △ 5.6 25,878 △ 12.5

公 共 下 水 道 事 業 21,076,855 △ 159,764 20,917,091 △ 0.6 22,129,040 △ 5.5

農 業 集 落 排 水 事 業 1,096,977 △ 18,827 1,078,150 △ 1.6 1,132,900 △ 4.8

田 野 病 院 事 業 1,107,000 3,879 1,110,879 0.4 1,094,628 1.5

小 計 38,260,382 △ 1,751,537 36,508,845 △ 4.4 38,300,331 △ 4.7

307,819,094 2,945,595 310,764,689 2.4 308,762,946 0.6
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一般会計
（歳　入）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 市 税 54,244,000 89,000 54,333,000 33.0 32.7 

15 地 方 譲 与 税 1,391,000 △ 122,000 1,269,000 0.8 0.8 

20 利 子 割 交 付 金 78,000 △ 53,744 24,256 0.1 0.0 

21 配 当 割 交 付 金 119,000 34,573 153,573 0.1 0.1 

22 株式等譲渡所得割交付金 120,000 △ 50,857 69,143 0.1 0.0 

23 地 方 消 費 税 交 付 金 8,241,000 △ 814,055 7,426,945 5.0 4.5 

25 ゴルフ場利用税交付金 178,000 13,664 191,664 0.1 0.1 

30 自 動 車 取 得 税 交 付 金 105,000 9,399 114,399 0.1 0.1 

31 環 境 性 能 割 交 付 金 42,000 △ 11,350 30,650 0.0 0.0 

33 地 方 特 例 交 付 金 1,757,000 △ 788,609 968,391 1.1 0.6 

35 地 方 交 付 税 22,237,000 1,405,466 23,642,466 13.5 14.2 

40 交通安全対策特別交付金 94,000 0 94,000 0.1 0.1 

45 分 担 金 及 び 負 担 金 1,550,191 119,239 1,669,430 0.9 1.0 

50 使 用 料 及 び 手 数 料 1,911,718 △ 39,136 1,872,582 1.2 1.1 

55 国 庫 支 出 金 34,807,487 1,419,974 36,227,461 21.2 21.8 

60 県 支 出 金 13,857,206 178,789 14,035,995 8.4 8.4 

65 財 産 収 入 362,891 67,281 430,172 0.2 0.3 

70 寄 附 金 438,866 △ 5,355 433,511 0.3 0.3 

75 繰 入 金 5,119,637 802,206 5,921,843 3.1 3.6 

80 繰 越 金 1,160,202 194,481 1,354,683 0.7 0.8 

85 諸 収 入 2,867,216 △ 790,136 2,077,080 1.7 1.2 

90 市 債 13,593,100 238,867 13,831,967 8.3 8.3 

計 164,274,514 1,897,697 166,172,211 100.0 100.0 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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（歳　出）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 議 会 費 718,180 △ 27,290 690,890 0.4 0.4 

15 総 務 費 14,205,020 1,064,929 15,269,949 8.6 9.2 

20 民 生 費 79,028,245 △ 472,735 78,555,510 48.1 47.3 

25 衛 生 費 11,980,002 △ 798,988 11,181,014 7.3 6.7 

30 労 働 費 98,513 2,963 101,476 0.1 0.1 

35 農 林 水 産 業 費 4,521,222 13,730 4,534,952 2.8 2.7 

40 商 工 費 2,701,546 △ 52,630 2,648,916 1.6 1.6 

45 土 木 費 16,095,465 1,195,897 17,291,362 9.8 10.4 

50 消 防 費 3,858,006 76,855 3,934,861 2.4 2.4 

55 教 育 費 11,639,018 1,201,549 12,840,567 7.1 7.7 

60 災 害 復 旧 費 961,500 △ 241,705 719,795 0.6 0.4 

65 公 債 費 18,294,696 △ 64,877 18,229,819 11.1 11.0 

70 諸 支 出 金 1 △ 1 0 0.0 0.0 

75 予 備 費 173,100 0 173,100 0.1 0.1 

計 164,274,514 1,897,697 166,172,211 100.0 100.0 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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主　な　補　正　の　概　要
【一般会計】 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

財政調整基金ほか積立金

〔財政課〕
償還金

〔財政課〕
地域のお宝発掘・発展・発信
事業

〔地域コミュニティ課〕
後期高齢者医療特別会計繰出
金

〔国保年金課〕
更生医療給付事業

〔障がい福祉課〕
私立保育所運営費

〔保育幼稚園課〕
認定こども園施設型給付事業

〔保育幼稚園課〕
幼稚園施設型給付事業

〔保育幼稚園課〕
不妊治療支援事業

〔親子保健課〕
プレミアム付商品券事業(商
品券発行分)

〔商業労政課〕

総務

23,592
財産収入
寄附金

○ ふるさと納税の寄附額が当初の見込みを上回ったため、ふ
るさと基金への積立額等を増額します。

※補正前　825,889千円　⇒　補正後　849,481千円

868,454 諸収入

○ 過年度の国及び県等からの超過受入分の償還金が確定した
ため、所要額を増額します。

※補正前　111,163千円　⇒　補正後　979,617千円

△ 35,760
諸収入
繰入金

○ 補助金の交付額が見込みを下回るため、所要額を減額しま
す。

※補正前　89,370千円　⇒　補正後　53,610千円

△ 32,131
県
(3/4)

○ 事務費及び基盤安定負担金の実績等に基づき、所要額を減
額します。

※補正前　1,183,743千円　⇒　補正後　1,151,612千円

100,454

国
(1/2)
県
(1/4)

○ 公費負担額が増加したため、所要額を増額します。

※補正前　850,000千円 　⇒ 　補正後　950,454千円

102,985

国
(1/2)
県
(1/4)

○ 人事院勧告に伴う保育単価等が改定されたため、所要額を
増額します。

※補正前：17,250,000千円　⇒　補正後：17,558,217千円

131,464

73,768

39,000
国
(1/2)

○ 不妊治療に対する給付額が当初の見込みを上回るため、所
要額を増額します。

※補正前　73,000千円　⇒　補正後　112,000千円　

△ 509,000
国
(10/10)

○ 商品券購入のための引換券交付申請件数が見込みを下回る
ため、所要額を減額します。

・対象者　110,000人　⇒　40,000人

※ 補正前　834,000千円　⇒　補正後　325,000千円

民生

事業名 補正前 補正後 補正額

私立保育所運営費 8,437,700 8,540,685 102,985

認定こども園施設型給付事業 8,196,300 8,327,764 131,464

幼稚園施設型給付事業 616,000 689,768 73,768

合計 17,250,000 17,558,217 308,217
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

エコクリーンプラザみやざき
補強工事費貸付

〔廃棄物対策課〕
エコクリーンプラザみやざき
運営委託事業

〔廃棄物対策課〕
農業次世代人材投資事業

〔農政企画課〕
新規就農者施設園芸用ハウス
整備事業

〔農政企画課〕
農地中間管理事業

〔農政企画課〕
農産園芸用資機材導入支援事
業

〔農業振興課〕
みやざきの園芸産地強化支援
事業

〔農業振興課〕
公共用地先行取得等事業

〔市街地整備課〕
市債利子

〔財政課〕

衛生

△ 774,326 諸収入

○ エコクリーンプラザみやざきの浸出水調整池補強工事費用
について、損害賠償請求訴訟の終結により、貸付金が不用
となったため、所要額を減額します。                 

※補正前　774,326千円　⇒　補正後　0千円

72,106

○ エコクリーンプラザみやざきの浸出水調整池補強工事費用
について、損害賠償請求訴訟の終結により、負担額が確定
したため、所要額を増額します。                

※補正前　2,664,360千円　⇒　補正後　2,736,466千円

△ 48,587
県
(10/10)

○ 資金の交付対象者数が当初の見込みを下回るため、所要額
を減額します。

※補正前　168,525千円　⇒　補正後　119,938千円

△ 18,780

○ 補助金の申請者数が当初の見込みを下回るため、所要額を
減額します。

※補正前　30,000千円　⇒　補正後　11,220千円

△ 14,840
県
(10/10)

○ 国の機構集積協力金の交付要件が見直され、交付要件を満
たす事業実施地区がないため、負担金の所要額を減額しま
す。

※補正前　16,460千円　⇒　補正後　1,620千円

△ 32,841
県
(10/10)

○ 入札により事業費が減少したため、所要額を減額します。

※補正前　124,476千円　⇒　補正後　 91,635千円

17,546

○ 補助金の申請対象件数が当初の見込みを上回るため、所要
額を増額します。

※補正前　 40,200千円　⇒　補正後　 57,746千円

土木 258,257

○ 過去に、用地取得特別会計で公共用地先行取得等事業債を
活用し、先行取得した土地について、その土地に係る元利
償還が令和２年３月で終了するため、一般会計での買い戻
し手続きを行います。

・該当箇所
　見の崎通線外１線道路改良事業に伴う事業用地

公債 △ 70,902

○ 低利な借入に努めたことなどから、利子額が減少したた
め、所要額を減額します。

※補正前　926,008千円　⇒　補正後　855,106千円

農林
水産
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【国の補正予算に伴うもの】

14事業　 2,768,530千円

（単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

園芸施設整備支援事業(Ｒ１
国補正)

〔農業振興課〕
県営漁港整備事業(Ｒ１国補
正)

〔森林水産課〕
農村地域防災減災事業(Ｒ１
国補正)

〔農村整備課〕
県営経営体育成基盤整備事業
負担金(田野)(Ｒ１国補正)

〔農村整備課〕

130,094
県
(10/11)・
(10/10)

○ 気象災害の被害軽減並びに収益力強化による園芸産地の維
持・拡大と農家経営の安定を図るため、低コスト耐候性ハ
ウス等の整備に係る費用の一部を助成します。

<事業内容>
【Ｒ１国補正分】産地生産基盤パワーアップ事業

(5%上乗せ対象外事業)

18,000 市債

○ 漁港施設の長寿命化、漁港航路の確保及び耐津波対策の推
進のため、県営漁港整備事業に係る市負担金を支出しま
す。
(負担割合　国50％、県40％、市10％)

＜事業概要＞
・野島漁港　岸壁補強　　　　　10,000千円
・青島漁港　航路泊地浚渫等　 　8,000千円

5,000
県
(10/10)

○ 自然的要因で生じた農業用施設の機能低下の回復や災害の
未然防止を図るため、補助事業による整備に必要な計画概
要書を作成します。

＜事業概要＞
・実施箇所：新井手頭首工(清武)
・事業内容：計画概要書作成　Ｎ＝1式

8,000
分担金
市債

○ 農作物の生産性向上と農業経営の安定を図るため、パイプ
ライン工等の県営経営体育成基盤整備事業に係る市及び地
元負担金を支出します。
(負担割合　国50％、県30％、市10％、地元10％)

＜事業概要＞
・実施箇所：村内地区
・事業内容：用水路工(パイプライン)　Ａ＝3.0㏊

農林
水産

国⇒県費
(1/2以内)

市費
(5％以内)

その他
(自己資金)

1 高岡 きゅうり

低コスト耐候性ハウス
(1棟)
換気循環装置
自動潅水装置
細霧装置
加温装置
自動開閉装置
CO2発生装置
環境制御装置

94,248 85,680 42,840 4,284 47,124

2 清武 きゅうり

低コスト耐候性ハウス
(2棟)【1,380.0㎡×2棟】
換気循環装置
自動潅水装置
細霧装置
加温装置
自動開閉装置

86,070 78,246 39,122 3,912 43,036

3 清武 きゅうり

低コスト耐候性ハウス
(1棟)
換気循環装置
自動潅水装置
細霧装置
加温装置
自動開閉装置

74,280 67,528 33,763 3,376 37,141

254,598 231,454 115,725 11,572 127,301

負担割合

合計

予算額(国⇒県)＋市 127,297

No.
事業実施
主体

地区
施設
導入
品目

整備
内容

総事業費
（税込み）

補助対象
事業費
（税抜き）

宮崎中央
地域農業
再生協議会

国⇒県費
(1/2以内)

市費
その他
(自己資金)

1
宮崎中央
地域農業
再生協議会

田野 きゅうり 細霧装置一式 6,155 5,595 2,797 0 3,358

負担割合

予算額(国⇒県) 2,797

No.
事業実施
主体

地区
(管内
別)

施設
導入
品目

整備
内容

総事業費
（税込み）

補助対象
事業費
（税抜き）
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

県営畑地帯総合整備事業負担
金(Ｒ１国補正)

〔農村整備課〕
国土調査事業(Ｒ１国補正)

〔農村整備課〕
急傾斜地崩壊対策県営事業負
担金(Ｒ１国補正)

〔土木課〕
港湾改修事業等負担金(Ｒ１
国補正)

〔土木課〕
道路舗装打換事業(Ｒ１国補
正)

〔道路維持課〕
昭和通線(小戸之橋架替え)整
備事業(Ｒ１国補正)

〔市街地整備課〕

農林
水産

3,660 市債

○ 良質で安定した用水の確保及び農業経営の安定と地域農業
の振興のため、かんがい用水のパイプライン化、農道の拡
幅舗装、区画整理など県営畑地帯総合整備事業に係る市及
び地元負担金を支出します。
(負担割合　国50％、県31.7％、市10％、地元8.3％)

＜事業概要＞
・実施箇所：内山東地区　　　　　　　1,830千円
・事業内容：畑かん　　Ａ＝1.0㏊

・実施箇所：桃ノ木原地区　　　　　　1,830千円
・事業内容：測量設計　Ｎ＝1式

34,000
県
(3/4)

○ 地籍の明確化を図るため、一筆ごとの土地について、その
所有者、地番及び地目の調査、並びに境界及び地積に関す
る測量を行います。

＜事業概要＞
・調査地区：熊野地区
・調査面積：0.94㎢

9,500 市債

○ 高さ10ｍ以上の自然がけで、被害の予想される一定数の人
家等がある急傾斜地について、県が実施する急傾斜地崩壊
対策事業に係る市負担金(事業費の1/10)を拠出します。

111,200 市債

○ 国の重要港湾に指定されている宮崎港の防災機能の強化を
図るため国、県が実施する港湾整備事業に対し、市負担金
(事業費の1/10)を拠出します。

25,000
国
(5.5/10)
市債

○ 道路の安全性と住民の生活環境の向上を図るため、老朽化
した道路舗装の打換工事を行います。

<事業箇所>
・花ヶ島通線：延長125m

830,455
国
(5.5/10)
市債

○ 老朽化による規制や危険性を改善するため、令和2年度末ま
での完了を目指して整備を行います。

<整備概要>
　延長1,048m(うち橋梁506m)、幅員16～19m
　車道3.0m×2、歩道3.5m×2

土木

事業主体 事業概要 事業費 負担金

国（直轄） 南防波堤(改良) 840,000 84,000

県 避難施設、防砂堤、浚渫等 272,000 27,200

1,112,000 111,200計

地区名 事業費 負担金

広原畑 70,000 3,500

小松－1 20,000 2,000

高蝉－1 20,000 2,000

志戸前－1 20,000 2,000

計 130,000 9,500

※広原畑地区のみ災害関連事業のため事業費の1/20負担。
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

宮崎駅東通線(２工区)整備事
業(Ｒ１国補正)

〔市街地整備課〕
宮崎駅東通線(３工区)整備事
業(Ｒ１国補正)

〔市街地整備課〕
吉村通線(大町工区)整備事業
(Ｒ１国補正)

〔市街地整備課〕
学校ＩＣＴ環境整備促進事業
（Ｒ１国補正）

〔教育情報研修センター〕

土木

100,000
国
(5.5/10)
市債

○ 宮崎駅東口と宮崎港を結ぶ道路交通軸として、災害時の避
難路や緊急輸送道路の機能を確保するため、片側2車線の幹
線道路を整備し、都心部から重要港湾までを繋ぐ「命を守
る道路」となるシンボルロードを形成します。

<整備概要>
　２工区：延長212m、幅員27m
  ３工区：延長502m、幅員27m
　車道3.25m×4、歩道4.5m×2、自転車レーン1.5m×2
　及び中央分離帯の整備100,000

国
(5.5/10)
市債

30,000
国
(5.5/10)
市債

○ 宮崎駅東部地区の狭あい道路を解消し、市街地内交通を円
滑化するため、赤江大橋から宮崎駅東通線への接続路線を
整備します。

<整備概要>
　延長261m、幅員19m
  車道3.0m×2、歩道3.5m×2、自転車レーン1.5m×2

教育 1,363,621
国
市債

○ 文部科学省の国庫補助金を活用し、高速大容量の通信ネッ
トワークを全小中学校に整備するとともに、児童生徒1人に
1台ずつ端末がいきわたるよう年次的に調達を行います。

その他
　ネットワーク通信費　　1,147千円
　通信回線導入費　　　　1,487千円
　端末運用等委託料　　 25,802千円

費　目 予算額 補助額 補助内容 摘　要

工事請負費 1,008,125 504,062  1/2 校内無線ＬＡＮ設置工事費

備品購入費 327,060 327,060 45千円/台 タブレット端末購入費（7,268台）

合　計 1,335,185 831,122 
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【特別会計】

（公営住宅建設資金特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（国民健康保険特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（後期高齢者医療特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（公園墓地特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

事業名

宮崎市営住宅等基金積立金（第２
号基金）

〔建築住宅課〕
公営住宅ストック総合改善事業

〔建築住宅課〕

事業名

保険給付費

〔国保年金課〕
償還金

〔国保年金課〕

事業名

後期高齢者医療広域連合納付金

〔国保年金課・国保収納課〕

事業名

桃山墓地整備事業

〔生活課〕

△ 69,571 財産収入

○ 土地売払収入が見込みを下回ったため、積立額を減額しま
す。

※補正前　72,348千円　⇒　補正後　2,777千円

△ 151,159

使用料、国
繰入金
繰越金
諸収入
市債

○ 国の交付額の決定に伴い、事業費を減額します。

※補正前　473,945千円　⇒　補正後　322,786千円

2,243,300 県

○ 医療費の実績に基づき、所要額を増額します。

(上記には保険給付費のうち、補正があるもののみ掲載)

※保険給付費全体
　補正前　28,170,516千円　⇒　補正後　30,413,816千円

54,673 国保税

○ 過年度の国等からの超過受入分を償還します。

※補正前　14,845千円　⇒　補正後　69,518千円

△ 12,799

保険料
繰入金
繰越金
諸収入

○ 保険料収納額及び基盤安定繰入金の実績等に基づき、所要
額を減額します。

※補正前　4,711,725千円　⇒　補正後　4,698,926千円

△ 10,000 使用料

○ 事業計画の変更により測量設計が不要となったため、所要
額を減額します。

※補正前　21,000千円　⇒　補正後　11,000千円

給付内容 補正前 補正後 補正額
一般被保険者療養給付費 24,107,000 25,907,000 1,800,000
一般被保険者療養費 190,000 230,000 40,000
一般被保険者高額療養費 3,550,000 3,950,000 400,000
退職被保険者等高額療養費 8,000 10,000 2,000
一般被保険者高額介護合算療養費 3,200 4,100 900
一般被保険者移送費 100 500 400

計 27,858,300 30,101,600 2,243,300

項目 交付済額 確定額 償還額
特定健診等負担金 138,792 129,976 8,816
国保ヘルスアップ事業返還金 11,234 10,533 701
療養給付費等交付金返還金 - - 60,001

計 150,026 140,509 69,518
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（用地取得特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（介護保険特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（公設合併処理浄化槽事業特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（宅地造成事業特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

事業名

一般会計繰出金

〔財政課〕

事業名

保険給付費

〔介護保険課〕

事業名

浄化槽管理事業

〔廃棄物対策課〕

事業名

一般会計繰出金

〔区画整理課〕
一般会計繰出金（倉岡）

〔工業政策課〕
土地開発基金繰出金

〔工業政策課〕

258,257 財産収入

○ 過去に、公共用地先行取得等事業債を活用し先行取得した
土地について、一般会計での買い戻し手続きが行われるこ
とにあわせ、用地取得特別会計で購入した土地の元利償還
分に係る一般会計からの繰り入れ額と同額を一般会計に繰
り出します。

695,017

保険料
国
県
繰入金
諸収入

○ 介護サービス給付費等の実績に基づき、所要額を増額・減
額します。

3,683

使用料
手数料
財産収入
繰入金
繰越金
諸収入

○ 公設合併処理浄化槽の維持管理実績に基づき、剰余金が当
初の見込みよりも増加したことにより、公設合併処理浄化
槽基金積立金等の経費を増額します。

※補正前　47,684千円　⇒　補正後　51,367千円

14,187 繰越金

○ 前年度の保留地処分金の実績等に基づき、前年度繰越金が
増加したことにより、繰出金を増額します。

※補正前　97,255千円　⇒　補正後　111,442千円

△25,043 財産収入

○ 倉岡ニュータウン業務用地の分譲がなかったため、繰出金
を減額します。

※補正前　25,043千円　⇒　補正後　0千円

△149,215 財産収入

○ 倉岡ニュータウン業務用地の分譲がなかったため、繰出金
を減額します。

※補正前　149,215千円　⇒　補正後　0千円

款・項・目（項名） 補正前 補正後 補正額

介護サービス等諸費 28,280,886 29,010,994 730,108

介護予防サービス等諸費 776,000 775,997 △ 3

その他の諸費 32,000 32,348 348

高額介護サービス等費 771,260 863,198 91,938

高額医療合算介護サービス等費 125,700 136,305 10,605

特定入所者介護サービス等費 1,002,000 874,445 △ 127,555

市町村特別給付費 12,154 1,730 △ 10,424

計 31,000,000 31,695,017 695,017
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【企業会計】

（水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（工業用水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（公共下水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（農業集落排水事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（田野病院事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

【企業会計：継続費】

 （水道事業会計）（変更） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

事業名

水道事業

〔上下水道局〕

事業名

工業用水道事業

〔上下水道局〕

事業名

公共下水道事業

〔上下水道局〕

事業名

農業集落排水事業

〔上下水道局〕

事業名

田野病院事業

〔保健医療課〕

事業名

下北方浄水場新系浄水施設整備事
業
【継続費　H26～R2】

〔上下水道局〕

△ 1,575,480
県
企業債

○ 水道事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、収益的
支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額します。

△ 1,345 国

○ 工業用水道事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、
収益的支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額しま
す。

△ 159,764
国
県
企業債

○ 公共下水道事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、
収益的支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額しま
す。

△ 18,827
国
企業債

○ 農業集落排水事業運営経費及び建設改良費の実績に基づ
き、収益的支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額
します。

3,879

○ 病院事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、収益的
支出の費用を増額し、資本的支出の建設改良費を減額しま
す。

△ 1,000,000 企業債

○ 大規模地震に対応するため、下北方浄水場において平成26
年度から開始している１系浄水施設の整備事業をＰＰＰに
よる設計施工一括発注方式（デザインビルド方式）の実績
に基づき、所要額を減額します。

＜事業概要＞
施設能力　6万㎥/日
整備箇所　着水井、急速ろ過池、薬品沈澱池、浄水池、
　　　　　洗浄排水池、その他機械設備及び電気設備等

＜事業費＞
補正前　6,000,000千円　⇒　補正後　5,000,000千円
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